
住民票の氏名の漢字の取扱いについて（案）

○ 原則として 在留カ ド等（特別永住者証明書を含む 以下同じ ）の記載に倣う

住民票の氏名表記に関する一般原則

○ 原則として、在留カード等（特別永住者証明書を含む。以下同じ。）の記載に倣う。

※ 参議院・総務委員会（平成２１年６月３０日）
・磯崎陽輔委員磯崎陽輔委員

一番大事なのがやはり氏名の記載についてであります。今言ったように、漢字文化圏である在日中国人あるいは在日韓国・朝鮮人の皆さんの住民票の
まず記載の文字でありますけれども、これはアルファベットでやるんでしょうか、それとも漢字で書くことが可能なんでしょうか。
・久元政府参考人（総務省自治行政局長）

御指摘の住民票における氏名等の表記方法は、基本的に在留カード等の記載に倣うところでありまして、これまで法務省当局と事務的に調整をしている
状況では 原則としてアルファベットで表記されることになるというふうに現時点では調整しておりますけれども 今後そこは法務省とよく相談をさせていただ状況では、原則としてアルファベットで表記されることになるというふうに現時点では調整しておりますけれども、今後そこは法務省とよく相談をさせていただ
きたいと思います。

住民票の氏名の漢字表記に関する基本方針住民票の氏名の漢字表記に関する基本方針

○ 漢字圏の外国人の氏名表記については、在留カード等の記載に倣い、住民票においても、原則と
してアルファベットで表記するが 漢字での表記（アルファベットとの併記）を認めるしてアルファベットで表記するが、漢字での表記（アルファベットとの併記）を認める。

○ 在留カード等の記載に倣い、漢字については、正字で記載する。

○ 在留カ ド等に漢字表記（原則としてアルファベットとの併記）された場合は いずれも入管法○ 在留カード等に漢字表記（原則としてアルファベットとの併記）された場合は、いずれも入管法
上の氏名として扱うことから、住民票上も、アルファベット表記及び漢字表記のいずれも氏名とし
て取り扱うこととする。
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仮住民票作成時における簡体字等から正字への変換について

施行時に既に在留している漢字圏の外国人を想定

施行日基準日 張 玉蓮施行日基準日张 玉莲 張 玉蓮

（外国人登録証明書は簡体字等を記載
②一定期間、外登証は
在留カード又は特別永
住者証明書とみなす。

①簡体字等について、在留
④在留カ ド等の変換ル ルに基

（外国人登録証明書は簡体字等を記載
→対応する正字を括弧書きする場合もあ
る）

①
カード等には記載しない。

④在留カード等の変換ルールに基
づいて、仮住民票作成時に、正字
へ変換することが望ましいのでは
ないか。

住民基本台帳
外国人登録 張 玉蓮张 玉莲 張 玉蓮

市町村Ａ

or 仮住民票

外国人登録
システム

住民票

張 玉蓮张 玉莲 張 玉蓮

登録原票

③シ ム対応等 観点から 施行 後は③システム対応等の観点から、施行日以後は、
正字のみを取り扱うこととすべきではないか。
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仮住民票作成時におけるアルファベット氏名の表記について

施行時に既に在留している漢字圏の外国人を想定

施行日基準日
ZHANG

施行日基準日张 玉莲 YULIAN

張 玉蓮

（漢字圏の外国人の氏名は、原則として漢字
表記とされている。アルファベット表記は
されていない。）

市町村Ａ

②一定期間、外登証は
在留カード又は特別永
住者証明書とみなす。

①在留カード等
における氏名は
原則としてアル

住民基本台帳
外国人登録 張 玉蓮张 玉莲 張 玉蓮

市町村Ａ

ZHANG
YULIAN

原則としてアル
ファベット表記。

or 仮住民票

外国人登録
システム

住民票

張 張 蓮

住民票

張 玉蓮

登録原票

☆ 現行外国人登録において英字圏の外国人の氏名は、原

③アルファベット併記名が登録されていれば、当該
表記に基づいて、仮住民票のアルファベット氏名の
記載を行うことしてはどうか。

録 英 、
則としてアルファベット表記でLast、First、Middleの
順序で登録することとされている。

→ 対応（案）
仮住民票作成に当たっては、原票記載のアルファベッ
表 在留 ド等 替 際ト表記によることとし、在留カード等への切替えに際し

てアルファベット表記の記載順が異なった場合には、当
該切替えに係る法務省からの通知に基づいて、職権修正
することとしてはどうか。
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複数国籍世帯における仮住民票及び住民票について①

Ｂ

＜ケース１（世帯主が外国人の場合）＞

Ａ

住民票（住基法） 外国人登録原票（外登法）

日外
夫・世帯主 妻・配偶者

ＣＤ

（世帯主の氏名） Ｂ
（世帯主との続柄） 本人

（備考）

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 本人
（世帯構成員）
Ｂ・・・「妻」（日本）

日外

日日Ａ Ｂ
Ｄ

外外

Ｃ

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 子

（世帯主の氏名） Ｂ
（世帯主との続柄） 子

（備考）
Ａ・・・「事実上の世帯主」
Ｃ・・・「子」

Ｃ・・・「子」（外国）
Ｄ・・・「子 」（日本）子

ＤＣ
子

Ａ・・・「事実上の世帯主」

※備考として記載しているかどうかは市町村の取扱いによる。

Ａ

仮住民票の作成

Ｃ
基

外国人Ａ・Ｃの
登録原票に記載

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 本人

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 子

基
準
日

※必要に応じて、仮住民票の通知の
際に、住民票の記載の修正がある旨
付記するか。

。

されている世帯
情報に基づいて
仮住民票の世帯
情報を記載する。

住 票 なる住民票 記載 修

。情報を記載する。

住民票になる

施
行

Ａ

（世帯主の氏名） Ａ

Ｃ

（世帯主の氏名） Ａ

Ｂ

（世帯主の氏名） Ａ

Ｄ

（世帯主の氏名） Ａ

住民票の記載の修正
日本人Ｂ・Ｄの
世帯情報を修正
し、Ａ～Ｄの住行

日

帯
（世帯主との続柄） 本人

（ 帯 氏 ）
（世帯主との続柄） 子

（世帯 氏名）
（世帯主との続柄） 妻

備考情報の削除

（世帯 氏名）
（世帯主との続柄） 子

備考情報の削除

民票が１つの世
帯として編成さ
れる。
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複数国籍世帯における仮住民票及び住民票について②

Ａ

＜ケース２（世帯主が日本人の場合）＞

Ｂ

住民票（住基法） 外国人登録原票（外登法）

外日
夫・世帯主 妻・配偶者

ＤＣ

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 本人

（備考）

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 妻

外日

外外Ａ Ｂ
Ｄ

日日

Ｃ

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 子*

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 子

※ 世帯構成員欄は、世帯主の場合にのみ記載されるため、

Ｂ・・・「妻」
Ｄ・・・「子」子

ＤＣ
子

※備考として記載しているかどうかは市町村の取扱いによる。

この場合は、Ｃは外国人登録原票には記載されず、世帯全
員を把握するには住民票との突合が必要

＊例えば、婚姻の際に養子縁組
をしている場合

Ｂ

仮住民票の作成

Ｄ
基

外国人Ｂ・Ｄの
登録原票に記載

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 妻

（世帯主の氏名） Ａ
（世帯主との続柄） 子

基
準
日

。

されている世帯
情報に基づいて
仮住民票の世帯
情報を記載する。

住 票 なる住民票 記載 修 要

。情報を記載する。

住民票になる

施
行

Ｂ

（世帯主の氏名） Ａ

Ｄ

（世帯主の氏名） Ａ

Ａ

（世帯主の氏名） Ａ

Ｃ

（世帯主の氏名） Ａ

住民票の記載の修正不要
Ａ～Ｄの住民票
が１つの世帯と
して編成される。行

日

帯
（世帯主との続柄） 妻

（ 帯 氏 ）
（世帯主との続柄） 子

（世帯 氏名）
（世帯主との続柄） 本人

備考情報の削除

（世帯 氏名）
（世帯主との続柄） 子（日本人Ａ・Ｃ

の世帯情報の修
正不要）
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法務省と市町村の情報のやりとり等について

○外国人住民の住民票

市町村

○氏名、生年月日、性別、

法務省

住基法第３０条
の５０

民 民
に反映

○外国人住民の住民票

国籍等の変更届出又は
在留資格の変更や在留
期間の更新等

の５０

・ 届出義務の軽減
・ 情報の正確性の確保

○ 改正住基法第３０条の５０（以下 「法務省通知」という ）

○外国人住民 住民票
の記載、消除又は記
載の修正

○通知対象や通知先の把握
入管法第６１条
の８の２

○ 改正住基法第３０条の５０（以下、「法務省通知」という。）

法務大臣は、入管法及び入管特例法に定める事務を管理し、又は執行するに当たつて、外国人住民についての第
７条第１号から第３号までに掲げる事項、国籍等又は第３０条の４５の表の下欄に掲げる事項に変更があつたこと又は
誤りがあることを知つたときは、遅滞なく、その旨を当該外国人住民が記録されている住民基本台帳を備える市町村の
市 村 通知 な ればならな市町村長に通知しなければならない。

○ 改正入管法第６１条の８の２ （以下、「市町村通知」という。）

市町村の長は、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する外国人住民に係る住民票について、政令で定める事由に市町村の長は、住民基本台帳法第３０条の４５に規定する外国人住民に係る住民票について、政令で定める事由に
より、その記載、消除又は記載の修正をしたときは，直ちにその旨を法務大臣に通知しなければならない。
←法務大臣通知を行うべき外国人住民の範囲及び通知先の市町村を正確に把握するため。

課題

① 法務省通知及び市町村通知を具体的にどのような場合に行うことになるのか
② 法務省通知及び市町村通知の際に具体的にどのような事項を通知することになるのか

課題

② 法務省通 及 市 通 際 具体 う 事項を通 す
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法務省通知が必要な場面（案）について（１）

１ 住民票の記載事項に変更又は誤りがあることを知った場合に、法務省通知を行う（法務省通知により住民票の記載の修正を行う）。

① 中長期在留者

事項
氏名、生年月日、
性別 国籍 地域

中長期在留者
である旨

在留資格 在留期間
在留期間の

満了日
在留カードの番号

事由
性別、国籍・地域 である旨

留資 留期
満了日

留 番

1
氏名、生年月日、性別、

国籍等の変更・訂正
（入管法第19条の10①）

○ ○

2
在留カードの有効期間更新

（入管法第19条の11）
○2

（入管法第19条の11）
○

3
在留カードの再交付

（入管法第19条の12、13）
○

4
在留資格の変更許可
（入管法第20条③）

○ ○ ○ ○

5
在留期間の更新許可
（入管法第21条③）

○ ○ ○

6
永住許可

（入管法第22条③）
○ ○ ○ ○

7
在留特別許可

○ ○ ○ ○

② 特別永住者

7
在留特別許可

（入管法第50条①）
○ ○ ○ ○

8
特別永住許可

（入管特例法第5条②）

○
特別永住者

である旨

○
削除

○
削除

○
削除

○
特別永住者証明書

の番号

② 特別永住者

事項

事由

氏名、生年月日、
性別、国籍・地域

特別永住者
である旨

（在留資格） （在留期間）
（在留期間の

満了日）
特別永住者証明書

の番号

1
氏名、生年月日、性別、

国籍等の変更 訂正 ○ ○1 国籍等の変更・訂正
（入管特例法第11条）

○ ○

2
特別永住者証明書の

有効期間更新
（入管特例法第12条）

○

特別永住者証明書の再交付
3

特別永住者証明書の再交付
（入管特例法第13条、14条）

○

4
在留特別許可

（入管法第50条①）

○
中長期在留者

である旨

○
新規記載

○
新規記載

○
新規記載

○
在留カードの番号
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